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事業者指針に関する意見について（答申）

　事業者が取り扱う個人情報の保護については、当審議会において、平成８年９月１７日の大阪府個人情報保護条例（以下「条例」という。）に基づく知事の諮問に対し、事業者が取り扱う際に準拠すべき指針（以下「事業者指針」という。）を含む答申を行い、平成８年１０月からその運用が行われているところです。
その後、事業者指針については、個人情報の保護に関する法律（以下「個人情報保護法」という。）の全面施行等を踏まえた平成１８年３月１４日の知事の諮問、さらに、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の制定を踏まえた平成２７年１１月１６日の諮問に対して、それぞれ改正を答申してきました。
　この度、平成２９年５月の改正個人情報保護法の全面施行及び条例の改正（平成２９年１２月１日施行）に伴って、事業者指針においても要配慮個人情報の定義等を明確にする必要が生じています。
　当審議会は、これらの状況を踏まえつつ、平成２９年１１月１７日付け情公第１５５２号で諮問のありました事業者指針の改正について、下記事項に配慮することを前提に、別紙の内容を適当なものと認めましたので、答申します。

記

　事業者指針は、個人情報保護法の個人情報取扱事業者か否かを問わず、事業者全般を対象とするものであることを十分に踏まえ、今後とも、事業者において個人情報保護の取組みが適切になされるよう、広く周知徹底を図るよう努めること。
　


（答申に関与した委員の氏名）
野田崇、赤津加奈美、熊本理抄、島村健、柳井健一

事業者指針別　紙




１　指針作成の目的
　　この指針は、大阪府個人情報保護条例（平成８年大阪府条例第２号。以下「条例」という。）第49条第２項に基づき、個人情報の取扱いに伴う個人の権利利益の保護を図るため、事業者が自主的に個人情報の保護のための適切な措置を講ずる際のよりどころとなるよう作成したものである。
　　個人情報の取扱いについては、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第59号）、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）等の法令及び個人情報の保護に関する法律ガイドライン（通則編）（平成28年個人情報保護委員会告示第６号）、特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（事業者編）（平成26年特定個人情報保護委員会告示第５号）等のガイドラインを遵守するとともに、条例及び本指針に基づくものとする。

２　対象とする事業者
⑴　この指針において「事業者」とは、法人（国、独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第59号）第２条第１項に規定する独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人を除く。）その他の団体及び事業を営む個人をいう。
⑵　事業者のうち次の各号に掲げる者については、その個人情報を取り扱う目的の全部又は一部がそれぞれ当該各号に規定する目的であるときは、この指針を適用しない。
　　ア　放送機関、新聞社、通信社その他の報道機関（報道を業として行う個人を含む。）　報道の用に供する目的
　　イ　著述を業として行う者　著述の用に供する目的
　　ウ　大学その他の学術研究を目的とする機関若しくは団体又はそれらに属する者　学術研究の用に供する目的
　　エ　宗教団体　宗教活動（これに付随する活動を含む。）の用に供する目的
　　オ　政治団体　政治活動（これに付随する活動を含む。）の用に供する目的

３　対象とする個人情報
⑴　この指針において「個人情報」とは、条例第47条第１項に規定する個人情報をいう。
⑵　この指針は、情報処理形態のいかんにかかわらず、事業者がその事業活動に伴って取り扱う個人情報のすべてを対象とする。

４　個人情報の収集
⑴　個人情報の収集は、事業者の正当な事業の範囲内で、あらかじめ個人情報を取り扱う目的を明確にし、その目的を達成するために必要な範囲内で行う。
⑵　個人情報の収集は、適法かつ公正な手段により行う。
⑶　個人情報の収集に当たっては、原則として、本人がその取扱目的を確認できるようにする。
⑷　本人から直接書面に記載された当該本人の個人情報を収集する場合は、原則として、あらかじめ、本人に対し、その取扱目的を明示する。
⑸　以上の制限のほか、個人情報の本人以外のものからの収集は、本人の同意がある場合又は本人の権利利益を不当に侵害するおそれがない場合に限る。

５　個人情報の利用又は提供
⑴　個人情報の利用又は提供は、原則として、収集したときの目的の範囲内で行う。
⑵　収集したときの目的の範囲を超えて個人情報を利用し、又は提供するときは、本人の同意がある場合又は本人の権利利益を不当に侵害するおそれがない場合に限る。

６　個人情報の適正な管理
⑴　個人情報は、取り扱う事業の目的を達成するために必要な範囲内で、正確かつ最新の状態に保つよう努める。
⑵　個人情報の取扱いに当たっては、漏えい、滅失及び損傷の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講ずる。
⑶　保有する必要がなくなった個人情報を、確実に、かつ速やかに廃棄し、又は消去する。
⑷　従業者に個人情報を取り扱わせるに当たっては、個人情報の適切な管理が図られるよう、従業者に対し、必要かつ適切な監督を行う。
⑸　個人情報を取り扱う事業を外部に委託するときは、個人情報の保護のために必要な措置を講ずる。

７　要配慮個人情報の取扱い
条例第47条第２項に規定する要配慮個人情報については、個人の権利利益を侵害することのないよう特に慎重に取り扱う。

８　自己に関する個人情報の開示等
⑴　本人から自己に関する個人情報について開示の請求を受けたときは、原則として、これに応ずる。
⑵　本人から自己に関する個人情報について内容が事実でないという理由によって訂正、追加又は削除の請求を受けたときは、原則として、取扱目的の達成に必要な範囲内において、必要な調査を行い、その結果に基づき、訂正、追加又は削除を行う。
⑶　本人から自己に関する個人情報について取扱目的を達成するために必要な範囲を超えて収集されているという理由、適法かつ公正な手段により収集されたものでないという理由、本人外収集の制限に違反して収集されたものであるという理由又は利用の制限に違反して利用されているという理由によって、利用の停止又は消去の請求を受けた場合であって、その請求に理由があることが判明したときは、原則として、これに応ずる。
⑷　本人から自己に関する個人情報について提供の制限に違反して提供されているという理由によって、提供の停止の請求を受けた場合であって、その請求に理由があることが判明したときは、原則として、これに応ずる。
⑸　⑴から⑷において、本人から請求された措置の全部又は一部について、その措置をとらない場合又はその措置と異なる措置をとる場合は、本人に対し、その理由を説明するよう努める。

９　苦情の処理
　　個人情報の取扱いに関する相談窓口を設置し、本人から自己情報の取扱いについて苦情があったときは、適切かつ迅速に処理する。

10　責任体制
　　事業者は、個人情報の適正な取扱いを行う責任体制の確立に努める。

11　漏えい等が発生した場合の措置
　　個人情報の漏えい等の事実を把握した場合は、当該漏えい等に係る個人情報の内容及び事実関係等を本人に速やかに通知するとともに、再発防止に努める。
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